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みずほフィナンシャルグループ

資産管理
ｻｰﾋﾞｽ

信託銀行

みずほ

信託銀行

 
（TB）

本資料における計数

 の取扱いについて

＊持分法適用の関連会社

3行合算

 

：

 

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行の3銀行単体を合算した値。

 
なお、2006年3月期以前の計数については、上記3銀行の傘下にあった再生専門子会社

 
（2005年10月1日に親銀行と合併）の計数を合算しております。

2行合算

 

：

 

みずほ銀行、みずほコーポレート銀行の2銀行単体を合算した値。

 
なお、2006年3月期以前の計数については、上記2銀行の傘下にあった再生専門子会社

 
（2005年10月1日に親銀行と合併）の計数を合算しております。

（資産運用会社）
第一勧業

 

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
富士投信投資顧問

興銀第一ﾗｲﾌ･

 

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ*

みずほ
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ

ｳｪﾙｽ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

みずほ
ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ
ｽﾄﾗﾃｼﾞｰ

みずほ
総合

研究所

みずほ
情報
総研

みずほ証券

みずほ
コーポレート銀行

 
（CB）

グローバルコーポレート
グループ

グループ

 
戦略子会社

グローバルリテール
グループ

みずほ
ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ

証券

ﾕｰｼｰ
ｶｰﾄﾞ

みずほ
ｷｬﾋﾟﾀﾙ

みずほ銀行

 
（BK）

グローバルアセット＆

 
ウェルスマネジメント

 
グループ

新光証券*
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フェーズ転換後のみずほ
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フェーズ転換後における経営のフォーカス

一連の経営改革を断行

2004年度

分割・合併によるみずほ銀行とみずほコーポレート銀行の設立2002年4月

2003年3月

2005年4月

４つの経営課題への対応

事業再構築及び約1.1兆円の資本調達

“Channel to Discovery” Plan 
中期経営計画

「高度な経営管理」に支えられた「グループ総合収益力の強化」と「規律ある資本政策」

経営戦略をトップライン拡大へ

 
フェーズ転換

みずほ株価（円）*

2002年3月末

 

302,000

2003年3月末

 

96,800

2004年3月末

 

448,000

2005年3月末

 

507,000

2005年9月末

 

722,000

*東証終値ベース・2003年3月5日まではみずほホールディングス株価

2006年3月末

 

963,000

ﾌｪｰｽﾞ転換後

 のみずほ

「健全性のみずほ」の確立

グループ総合収益力の強化

公的資金の返済

システム統合の完了

財務諸課題の一掃

経費の大幅削減

2005年度
トップラインの反転

公的資金の完済2006年7月

ﾆｭｰﾖｰｸ証券取引所上場を計画

 
（2006年度中）

2006年6月末

 

969,000



5

2．
 

足許の業績概要
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（億円） 
2006 年度 

第 1 四半期 

2005 年度

第 1 四半期
増減

連結粗利益 4,760 4,753 +6

営業経費 △2,620 △2,690 +69

連結業務純益  *1  2,054 2,110 △56

与信関係費用 151 277 △126

株式関係損益 *2 417 361 +55

経常利益  2,513 2,332 +181

当期純利益 2,308 1,733 +575
EPS （潜在株式調整後 1 株当たり四半期純利益） *3 18,277 円 12,130 円 +6,146 円

ROE *4 19.9％ 17.6％ +2.2％

  

 2006 年 6 月末 2006 年 3 月末 増減

自己資本比率（国際統一基準） 11.51％ 11.59％ △0.08％

Tier1 比率 6.24％ 5.87％ +0.37％

  

  

  

（億円） 
2006 年度 

第 1 四半期 

2005 年度

第 1 四半期
増減

業務粗利益 3,870 4,045 △175

経費 △2,081 △1,987 △94

実質業務純益  1,788 2,062 △273

与信関係費用 151 299 △148

株式関係損益 371 189 +182

経常利益 2,091 1,905 +186

当期純利益 2,229 1,679 +549

 

みずほフィナンシャルグループ （連結ベース）

*1   連結粗利益＋経費（除く臨時処理分）＋持分法による投資損益等連結調整
*2   2006年度第1四半期の株式関係損益には、市場部門の収益多様化の一環として実施しているオルタナティブ投資（株式関連）の売買益137億円を計上しております。

 

また、2005年度第1四半期には子会社株式処分益121億円を含んでおります。
*3 完全希薄化後EPS＝潜在株式調整後1株当たり四半期純利益* (*潜在株式が期首株価に基づき転換する前提）
*4 自己資本当期純利益率＝当期純利益**÷{(期首+期末株主資本および評価･換算差額等***）/2}×100 （**四半期純利益×365日/91日で年度換算）（***当第1四半期末以外は旧･資本の部を使用）
*5   再生専門子会社からの配当金1,200億円を控除しております。

足許の

 業績概要

3行合算 （単体ベース）

*5

*5

2006年度第1四半期業績（1）

*5

*5
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1 ,042
1 ,162

909

0

500

1 ,000

1 ,500

04年度第1四半期 05年度第1四半期 06年度第1四半期

2,749
2 ,548 2 ,559

62 .8

59 .9

62 .7

2 ,000

2 ,200

2 ,400

2 ,600

2 ,800

3 ,000

04年度第1四半期 05年度第1四半期 06年度第1四半期

45

50

55

60

65

70

連結資金利益

貸出金（末残）*

4 ,7604 ,753

2 ,308

1 ,733

0

1 ,000

2 ,000

3 ,000

4 ,000

5 ,000

05年度第1四半期 06年度第1四半期

1,965
1 ,911

170
2 ,096

1 ,500

1 ,600

1 ,700

1 ,800

1 ,900

2 ,000

2 ,100

2 ,200

04年度第1四半期 05年度第1四半期 06年度第1四半期

グループ総合収益力の着実な増強

2006年度第1四半期業績（2）

連結粗利益・当期純利益 資金利益・貸出金

足許の

 業績概要

役務取引等利益

+119
+132

（連結）（億円）

（兆円）（億円）

0

* 貸出金は3行合算（銀行勘定）、

 

㈱みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ向け（06/6末：1.6兆円）を除く

～～

0

～～

（連結）（億円）

+575

+6

■

 

連結粗利益

 

■

 

当期純利益
（末残、右軸）*

経費 （3行合算）

1,965
1 ,911

170
2 ,096

1 ,500

1 ,600

1 ,700

1 ,800

1 ,900

2 ,000

2 ,100

2 ,200

04年度第1四半期 05年度第1四半期 06年度第1四半期

（億円）

+94

△54

△131

□ 戦略経費 ■ ベース経費

2,081

22

0
～～
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グループ総合収益力の強化
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179 219 270
333

0

100

200

300

400

04/上 04/下 05/上 05/下
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

03年度 04年度 05年度

3,949 5,152

3,917
4,248

8 3 7

1 , 0 5 1

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

04年度 05年度

リテール収益の拡大に加えて海外収益も増加

グループ連携強化によるシナジー効果の拡大

連結業務純益*

（億円）

*05年度は債券ﾎﾟｰﾄ含み損処理1,385億円を控除したﾍﾞｰｽ

+20％

GCG

GRG

（各ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ連結業務純益単純合算）

GAWG

国際部門業務純益 (管理ﾍﾞｰｽ)

（億円） （CB+再生専門子会社）

+51％

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘﾃｰﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ業務純益

（億円） （BK+再生専門子会社+IS）

*債券ﾎﾟｰﾄ含み損処理754億円を控除したﾍﾞｰｽ

05年度

 

伸び率

（注）

 

GRG：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘﾃｰﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ、GCG：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺｰﾎﾟﾚｰﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ、GAWG：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｾｯﾄ&ｳｪﾙｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ、IS：みずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券（単体経常利益）

各ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ連結業務純益・・・GRG：BK連結業務純益、GCG：CB連結業務純益、GAWG：TB連結業務純益と資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行・資産運用会社3社・みずほﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｳｪﾙｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ各社の経常利益の単純合算

ﾘﾃｰﾙ証券業務（みずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券）

+16％

うち

 

顧客部門

4,146
3,592

4,737*

+12％

ｸﾞﾙｰﾌﾟ総合

 
収益力の強化

ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾞｰｽ数

 

（各年度末） 11 41 73

（億円）
（単体）

約4倍

0

100

200

300

03年度 04年度 05年度

経常利益

信託業務（みずほ信託銀行）

（単体、管理ﾍﾞｰｽ）

+18％

（億円）

0

200
400

600
800

1,000

03年度 04年度 05年度

財管部門収益

ﾎｰﾙｾｰﾙ証券業務（みずほ証券）

（単体）

+56％

（億円）

0

200

400

600

03 年度 04年度 05年度

経常利益

リテール拡大とシナジー増強
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グローバルコーポレートグループグローバルリテールグループ

アッパーミドル層

ミドル層

マス顧客取引 みずほマイレージクラブ会員数の増強

個人ローン
ｵﾘｴﾝﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（ｵﾘｺ）との提携によるローン増強

住宅ローン・フラット35の増強

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ営業 投資運用商品の販売強化

オーダーメイド型ソリューション・アドバイザリーの強化

リスク調整後収益率の高い貸出の増強

国際業務 海外収益の更なる拡大と拠点網の拡充

ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ 資産回転型ビジネスモデルの確立

株式部門

投資銀行部門

ｸﾞﾙｰﾌﾟｼﾅｼﾞｰ

トレーディング業務・引受業務の強化

M&A・証券化ビジネスの強化

ｸﾞﾙｰﾌﾟ内ｼﾅｼﾞｰと戦略的業務提携による収益機会の
捕捉強化

個
人

中
堅
・
中
小
企
業

店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ 店舗ネットワークの再構築

各グローバルグループのコア事業戦略

スモール層

ソリューションビジネスの更なる取組み強化

ビジネス金融センターを通じた貸出増強

大口貸出案件の捕捉強化

プラネットブース（みずほ銀行との共同店舗）の推進

みずほインベスターズ証券

ｸﾞﾙｰﾌﾟｼﾅｼﾞｰ
顧客紹介業・証券仲介業における連携強化

みずほ証券との連携強化

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行

みずほ証券

財管部門収益の持続的な成長

ｸﾞﾙｰﾌﾟｼﾅｼﾞｰ

財管部門

信託代理店制度の一層の活用

成長性の高い業務への経営資源投下

みずほ銀行・みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行との連携強化

みずほ信託銀行

包括的・一元的ｻｰﾋﾞｽの提供ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ

みずほプライベートウェルスマネジメント

グローバルアセット＆ウェルスマネジメントグループ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ総合

 
収益力の強化

ｸﾞﾙｰﾌﾟｼﾅｼﾞｰ
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みずほ信託銀行

みずほﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ

 
ｳｪﾙｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行

資産運用3社

みずほ情報総研

みずほ総合研究所

みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙ

 

ｽﾄﾗﾃｼﾞｰ

大企業･海外等のお客様

みずほ証券
みずほ

 
ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券

広大な顧客基盤を活かしたグループ総合収益力の強化

ｸﾞﾙｰﾌﾟ総合

 
収益力の強化 グループシナジーの追求

全上場企業に占める取引先：約全上場企業に占める取引先：約7070％％

UCカード みずほキャピタル

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺｰﾎﾟﾚｰﾄｸﾞﾙｰﾌﾟｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘﾃｰﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｾｯﾄ&ｳｪﾙｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ グループ戦略子会社グループ戦略子会社

みずほ銀行 みずほコーポレート銀行

新光証券

グループ各社によるサービス・プロダクツの提供

個人･中堅中小企業等のお客様
個人預金口座：約個人預金口座：約2,6002,600万口座万口座

中堅・中小企業貸出先：約中堅・中小企業貸出先：約1010万社万社

銀証間の緊密な連携

～ 2つの銀行の広大な顧客基盤に対し、銀証間の緊密な連携推進とグループ各社によるｻｰﾋﾞｽ･ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂの提供
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グループシナジーの実績例役務取引等利益の連単差

シナジー効果の拡大

みずほ信託銀行を含めたグループ会社収益が拡大

ｸﾞﾙｰﾌﾟ総合

 
収益力の強化

566
611

717

343

432

445

400

600

800

1,000

1,200

1,400

04年度第1四半期 05年度第1四半期 06年度第1四半期

0
～～

431

343

909

1,162

444

（億円）

1,042

連結ベース

2行合算（みずほ銀行+みずほコーポレート銀行）

0

100

200

300

400

03年度 04年度 05年度

100

120

140

03年度 04年度 05年度

0

2

4

6

8

04/3末 05/3末 06/3末

30％

銀行連携預り資産残高

みずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券

銀行連携による預り資産残高

預り資産残高

（兆円）

47％

グループ連携による粗利益

みずほ信託銀行

不動産業務粗利益（億円）

エクイティ・デット関連主幹事件数

 
（みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行取引先）

（件）

～

0

～

みずほ証券
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みずほ銀行の個人戦略
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696

2,370

4,540

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

04/9末 05/6末 06/6末

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

04/6末 05/6末 06/6末

0

100

200

04/9末 05/6末 06/6末

個人部門の各商品における堅調な実績

みずほ銀行個人部門の実績

キャプティブローン残高MMC会員数

（万人）

居住用住宅ローン＋フラット35残高

0

（億円）

（兆円）

（04年8月取扱開始）

53

5

194

06年7月に会員数

 

200万人突破

* 04年度上期に約3,100億円のﾛｰﾝ債権流動化を実施

（含む流動化分*）
フラット35 
居住用住宅ローン

～～

個人戦略

（04年7月にオリコと包括業務提携）

投資運用商品＋個人向け国債残高と個人預金残高

0

1

2

3

4

5

6

7

04/6末 05/6末 06/6末
0

1

2

3

4

5

6

7

04/6末 05/6末 06/6末

(兆円) 個人向け国債 投信（除くMMF・中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ）

保険

外貨預金

個人預金
30

29

28
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みずほ銀行個人部門の取組み

人員

インフラ

住宅ローンセンターＲＭ体制

住宅ローンセンター

新型店舗展開

ＭＭＣ派遣セールス

職域営業センター*

88

1日100ヵ店体制

6拠点

356

82

（*** 2006年度以降、出張所の支店化を含む）

マス顧客取引の収益化

 
職域取引活性化

個人ローンの増強

（* 法人取引先従業員向け取引所管）

店舗
ﾈｯﾄﾜｰｸの

再構築

個人戦略

ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ2000名体制

プレミアムサロン

プラネットブース**

2,000強

150

73

1

893

26

41

コンサルティング営業の強化

計画

 

100

155

76

計画

 

250

計画***

 

100 

2005年3月末実績 2006年3月末実績 2006年6月末実績 2007年3月末計画

計画

 

600

計画

 

100

466

90

主要商品
みずほマイレージクラブ

 
（MMC）

キャプティブローン

 
住宅ローン・フラット35

投信・保険・外貨預金

 
個人向け国債

**

 

みずほ銀行ﾛﾋﾞｰ内に設置するみずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券の

 

ご相談ﾌﾞｰｽ（共同店舗）
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MMC会員数の拡大とMMC商品性の更なる向上

マス顧客取引の収益化(1)
 

～みずほマイレージクラブ

旧会員制ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（みずほﾊﾞﾘｭｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）からの切替促進

・

 

対象者：約700万人

専門販売スタッフによる店頭セールスの本格展開

･

 

ｸﾚﾃﾞｨｾｿﾞﾝが持つ会員獲得ﾉｳﾊｳも活用して、
みずほ銀行支店でMMCｾｰﾙｽを本格展開

MMC申込チャネルの拡大

･

 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる申込受付開始（06年1月）

新規口座開設時のMMC入会セールスの強化

・

 

対象者：年100万人以上

トップブランドとの業務提携
・

 

ｸﾚﾃﾞｨｾｿﾞﾝとの提携：

 

MMC 《ｾｿﾞﾝ》

 

(05年4月)
・

 

AMEXﾌﾞﾗﾝﾄﾞの追加

 

(06年1月) 
・

 

ＪＲ東日本との提携：みずほSuicaカード

 

(06年3月) 
・

 

NTTﾄﾞｺﾓとの提携による「iD」ｻｰﾋﾞｽの提供

 

（06年中予定）

ﾊﾟｰﾄﾅｰｻｰﾋﾞｽ*提携先（ﾊﾟｰﾄﾅｰ企業）拡大による商品性強化

・

 

ニフティ・白洋舍（06年4月）、

 
韓国ﾛｯﾃｸﾞﾙｰﾌﾟ・ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙ（06年6月）が追加

 
⇒

 

ﾊﾟｰﾄﾅｰ企業数は18社に

年会費無料ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ一体型ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞを
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑにしたｻｰﾋﾞｽの提供

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ一体型

 
（ﾘﾎﾞﾙﾋﾞﾝｸﾞ機能）

リテンション クロスセル

マス顧客の収益化

重点顧客化促進
投資運用商品 ・

 
個人ﾛｰﾝ販売強化

みずほﾏｲﾚｰｼﾞｸﾗﾌﾞみずほﾏｲﾚｰｼﾞｸﾗﾌﾞ

 （（MMCMMC））

購買情報

マイレージ機能

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ収益

* ﾊﾟｰﾄﾅｰ企業でのみずほﾏｲﾚｰｼﾞｸﾗﾌﾞｶｰﾄﾞ（ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ）利用に対するﾎﾞｰﾅｽﾎﾟｲﾝﾄ
付与やﾊﾟｰﾄﾅｰ企業ﾎﾟｲﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとのﾎﾟｲﾝﾄ交換等を提供

ＭＭＣ会員数の拡大

商品性の強化

個人戦略

MMC会員数・収入
(会員数：万人)

（計画）

(収入：億円)

* 収入はクレジットカード収入のうちみずほ銀行分（ｸﾛｽｾﾙ効果を含む）

147

32

0

100

200

300

04年度 05年度 06年度

0

50

100会員数

収入*
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最強のクレジットカード事業体制の構築と相互クロスセルの推進

クレディセゾン
会員数

（約2,300万人**）

みずほ銀行
個人預金口座
（約2,600万件）

クレディセゾン顧客への銀行商品クロスセル

 

＋

 

クレディセゾンのマーケティング力を活用したＭＭＣ会員の増強

業務統合・集約を通じた「特化＋連携」型ビジネスモデルの構築

新ユーシーカード*
会員事業（ユーシーカード）

加盟店事業

プロセシング事業

クレディセゾン

会員事業（ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ・ﾕｰｼｰｶｰﾄﾞ）

加盟店事業

プロセシング事業

集 約

業務委託

統 合

業務委託

集 約

出資

次世代共同基幹ｼｽﾃﾑ

みずほ銀行

他
カ
ー
ド
会
社

包括的業務

 
提携（04年12月）

提携推進

* みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ（持株会社）直接子会社からみずほ銀行傘下への再編（05年10月）

みずほ銀行商品の
クレディセゾン顧客

 
への販売

クレディセゾンの会員獲得

 
ノウハウを活用し、

 
MMC《ｾｿﾞﾝ》会員獲得を推進

会員事業の統合
05年10月：ﾕｰｼｰｶｰﾄﾞを会員事業会社と加盟店･

ﾌﾟﾛｾｼﾝｸﾞ事業会社に分割した上で
みずほの保有する会員事業会社の
全株式をｸﾚﾃﾞｨｾｿﾞﾝに譲渡

06年1月： ｸﾚﾃﾞｨｾｿﾞﾝとﾕｰｼｰｶｰﾄﾞ会員事業
会社の合併

⇒ 業界最大級のｲｼｭｱ会社に

 
（総会員数約2,300万人）

加盟店事業の集約
（06年度上期より段階的に実施）

ﾌﾟﾛｾｼﾝｸﾞ事業の業務委託
（05年10月より段階的に実施）

ｹｰﾀｲｸﾚｼﾞｯﾄ｢ｉＤ｣推進に関する業務提携
NTTﾄﾞｺﾓ･ｸﾚﾃﾞｨｾｿﾞﾝ･ﾕｰｼｰｶｰﾄﾞ･みずほ銀行の
４社提携(06年3月）→MMC会員のｉＤｻｰﾋﾞｽ付帯、
ﾕｰｼｰｶｰﾄﾞによるｉＤ加盟店開拓等

 
（06年度下期よりサービス開始）

業界最大のｲｼｭｱ会社を目指す最強のｻｰﾄﾞﾊﾟｰﾃｨ型ﾌﾟﾛｾｯｻｰを目指す

**06年6月末、ユーシーカード会員を含む

個人戦略 マス顧客取引の収益化(2)
 

～クレディセゾンとの提携
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0

5,000

10,000

05/3末 05/6末 06/6末 07/3末

その他無担保ﾛｰﾝ

ｷｬﾌﾟﾃｨﾌﾞﾛｰﾝ（ｵﾘｺとの提携）

キャプティブローンの一層の増強

お客さま

オリコ
資金負担のない

 

保証残高の増強

 

による収益拡大

利便性の高い
資金調達手段

の拡大

保証

ｷｬﾌﾟﾃｨﾌﾞﾛｰﾝ

加盟店基盤の拡充による
マーケットの更なる拡大

みずほオリコカードローンの販売開始（06年1月）

ターゲットの明確化

ローリスク層・ミドルリスク層別ニーズへの対応

これまで取組み不十分なミドルリスク層の

取り込み

メガバンク
カードローン

銀行系
キャッシング

会社

消費者金融

カジュアルプラン：

 

ﾐﾄﾞﾙﾘｽｸ層向け商品

 
簡便な申込手続き

（金利：設定極度額に応じて11.6%／16.6%）*

プラチナプラン：

 

ﾛｰﾘｽｸ層向け商品
競争力ある金利
（金利：一律7.6%）*

＋
オリコ加盟店約６０万店

みずほの紹介による
加盟店契約社

（累計約6,000社）

個人ローンの増強（1）
 

～オリコとの提携

みずほ

個人ローンの増強

 

による収益拡大

（年収）

* 2006年8月現在

3,937

（計画）

1,855
2,370

4,540

個人戦略

オリコ加盟店約60万店

更なる上積みを推進

みずほ銀行・みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ

 
銀行からの加盟店紹介による

 
基盤拡大

05年度以降の契約社数：

約5,200社

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

05/3末 06/6末

(社数)

みずほの紹介による
加盟店契約社数（累計）

約6,000

約800

個人向け無担保ローンの残高計画

（億円）
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0

500

1,000

04/上 04/下 05/上 05/下 06/1Q

チャネル別販売体制の強化

宅建業者
チャネル
（約６割）

営業店
チャネル
（約４割）

住宅ローンセンターの体制強化

職域営業強化

新規取引獲得の強化

営業店チャネルの利用価値向上

住宅ローンセンターの拡充

100拠点・600名体制の早期構築
→

 

大手ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰへの営業強化と全国主要ﾏｰｹｯﾄ

 
を網羅する体制

みずほの法人基盤の活用徹底

RMの強化

住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ外部採用の本格拡大と
教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施による早期戦力化

ローン相談体制の強化

休日相談会・平日時間外相談会の拡充、等

目標をフロー（実行額）のみからストック（残高）を追加

事務効率化による営業店の相談機能・営業体力強化

他行借換ローンの金利優遇の継続

職域
チャネル

みずほの強力な法人取引基盤（優良職域マーケット
約4,000社）をターゲットとした職域営業強化

プロダクトの強化

【借換増強】 当行プロパー商品による借換ニーズへの対応

中長期固定金利ニーズへの対応

【新規顧客向け】 フラット35（住公買取型住宅ローン）の販売促進

借換案件獲得推進（他行への借換防衛を含む）

個人戦略 個人ローンの増強（2）
 

～住宅ローン

* 04年度上期に約3,100億円のﾛｰﾝ債権流動化を実施 (計画)

0

500

1,000

04/上 04/下 05/上 05/下 06/1Q

8

9

10

04/6末 05/6末 06/6末 07/3末

0

居住用住宅ﾛｰﾝ＋ﾌﾗｯﾄ35の残高計画
（含む流動化分*）

（兆円）

ﾌﾗｯﾄ35

フラット35住公買取件数シェア
(06年度第1四半期累計)

（ﾆｯｷﾝﾚﾎﾟｰﾄ）

みずほ
76％

三井住友
13%

三菱東京UFJ
11%

フラット35実行額
（億円）



20

0

1

2

3

4

5

04/6末 05/6末 06/6末 07/3末

重点顧客向けコンサルティング営業の強化による投資運用商品販売力の向上

預り資産

 
１千万円以上

 
⇒FC2･3級担当

預り資産

 
１億円以上

 
⇒PB担当重

点

顧

客

 
約

85
万

人

預り資産

 
３千万円以上

 
⇒FC1級担当

営業戦力の増強

・PB顧客担当制の導入及び外部採用を含めた担当者の増強（40名体制）

 
・PB顧客向け専用商品・ｻｰﾋﾞｽの開発（ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ投信・ﾗｯﾌﾟ口座等）

みずほﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｳｪﾙｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（05年10月設立/11月営業開始、60名体制）

預り資産

 
5億円以上

 
⇒PB担当

05/3末 06/3末 07/3末（計画）

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ体制の強化
・ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ(FC)2,000名体制の強化

・ﾌﾟﾚﾐｱﾑｻﾛﾝ250ヵ店体制の構築（07年3月計画）

・ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾞｰｽ100ヵ店体制の構築（ｸﾞﾙｰﾌﾟ連携ﾁｬﾈﾙの強化）

FC数 893 2,000強
2,000名体制

 

の強化

ﾌﾟﾚﾐｱﾑｻﾛﾝ 26 150 250

ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾞｰｽ 41 73 100

コンサルティング営業の強化

本格的プライベートバンキング会社

富裕層向け営業力・商品力の強化

コンサルティング営業No.1体制の確立

個人戦略

商品戦略の強化
・3米銀(Wachovia, Wells Fargo, Bank of New York)との提携

 
商品の拡販（06年3月末残高：3ファンド合計で約370億円）

・ﾏｰｹｯﾄ動向を踏まえたﾀｲﾑﾘｰな商品投入
世界8資産ﾌｧﾝﾄﾞ『世界組曲』（06年6月）等

・個人向け国債の拡販

05年度販売額：

 

約5,300億円（前年度比＋約3,100億円）

●ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ営業を支える重点顧客向けｻｰﾋﾞｽ強化
・みずほﾌﾟﾚﾐｱﾑｸﾗﾌﾞ（05年3月開始）の会員増強

・団塊世代を中心とした退職者マーケットへの取り組み強化

～「第二のスタート応援プラン」の推進

・個人向け国債保有を契機としたコンサルティング営業強化

・証券顧客紹介・信託代理店業務の取組み強化（遺言信託等）

投資運用商品＋個人向け国債残高

(兆円) 個人向け国債
投信（除くMMF・中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ）
保険

(計画)

外貨預金
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コスト削減から収益極大化への転換

 

「出店ﾓﾃﾞﾙ」を活用した既存拠点の見直しと新規出店の検討

店舗ネットワークの再構築

ｴﾘｱ

 
構成店

ﾌﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ店

ﾌﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ店

ﾌﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ店

ｴﾘｱ構成店

ﾌﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ店

マーケット特性の把握と出店モデルを
活用したマーケットポテンシャルの測定

資産運用相談中心店舗

住宅ローン相談中心店舗

非カバー地域

業務集約・事務集中化

店舗形態変更

非ｶﾊﾞｰ地域

 
に新規出店

ｴﾘｱ中核店

店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ再構築の狙い

主に50・60代の退職者層が多く居住する地域

① 出店モデルを活用した新型店舗・出張所の
支店化を通じた、「カバーマーケットの拡大」

③ 各拠点における体制強化・エリア別マーケ

 
ティングを通じた「顧客ニーズへの対応力強化」

コンサルティング営業

 
強化を通じた

取引獲得の強化

住宅地域

主に30・40代のｻﾗﾘｰﾏﾝ層が多く居住する地域

従来の店舗ネットワーク

ｴﾘｱ構成店

ｴﾘｱ構成店

② マーケットに応じた店舗デザイン・営業形態
を通じた顧客獲得力の効果的な増強

規模の適正化

店舗形態変更

今後の店舗ネットワーク～

 
個人エリア制の導入

（例） （例） （例）

新規出店と個人特化型店増強のイメージ

*出張所の支店化を含む

現在の個人特化型店

既存店舗の
形態変更

新型店舗展開
（最大100ヵ店*）

個人戦略
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５．
 

資本政策
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規律ある資本政策の実践

自己資本の状況～Tier1の内訳

資本政策

05年度

 
（実績）

公的資金買受け額 ：

 

9,436億円

配当金額※

 

：

 

798億円

06年度
（現在まで）

公的資金買受け額 ：

 

6,034億円

配当金額※

 

：

 

664億円

株主還元の状況

自己株式売出し ：

 

△5,316億円

※

 

普通株配当（自己株式(含むみずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｽﾄﾗﾃｼﾞｰ保有分)への配当を除く）+民間優先株配当+公的資金優先株配当

自己株式の買受け額 ：

 

1,299億円

公的資金の完済（06年7月）と自己株式の買戻し（06年7月）

公的資金の完済

2006年7月､残存していた6,000億円（発行価格）の公的資金優先株式の取得・消却を実施

既に完済した公的資金劣後債と合わせ、総額2兆9,490億円の公的資金を完済

自己株式の買戻し・消却

2006年7月､みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｽﾄﾗﾃｼﾞｰ（100％子会社）が保有する当社普通株式（自己株式）131,800株（総額1,299億円）

の買戻し・消却を実施

残存自己株式（261,040株）についても、来年度以降、買戻し・消却の方針

10,062
17 ,2 52

29 ,7 55 32 ,0819 ,8 59
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公的資金完済

■

 

公的資金

 

□

 

民間優先株
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今後の資本政策及び配当政策

資本政策の課題について優先順位付け

成長機会追求とのバランスのとれた資本政策・配当政策を検討

２．売出し実施後のみずほフィナンシャルストラテジー保有残存自己株式

 
（392千株）

３．民間から調達した転換型優先株式（9,437億円

 

08年7月転換可能期間開始）

・

 

柔軟な配当支払と自己株式取得の実施

・

 

成長戦略を支えるための資本基盤の強化 中長期的にＴｉｅｒ１比率７％を目標

株主への利益還元を意識した運営

希薄化効果回避の方針

自己株式の一部を買戻し・消却実施

 
来年度以降､残存自己株式（261千株）

 
を買戻し・消却の方針

１．公的資金の完済 2006年7月4日､公的資金を完済

資本政策

公的資金の完済

 

資本政策の課題の克服は最終段階

グローバルトップバンクを展望した資本政策を視野に

済済
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６．最後に



本資料には、将来の業績に関る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証する
ものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、
目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


